
【別紙１】 
平成２１年９月 

総 務 省 

 

電気通信事業法施行規則及び電気通信事業報告規則の一部改正案の概要 

～３．９世代移動通信システムの導入等に関する 

電気通信事業法関係省令の規定の整備～ 

 

 

１ 改正の背景 

総務省は、３．９世代移動通信システムの導入に関して、本年６月１０日に電波法（昭和２

５年法律第１３１号）第２７条の１３の規定に基づく特定基地局の開設に関する計画の認定を

行ったところです。 

今般、当該計画の認定を踏まえ、３．９世代移動通信システムの導入等に関し、総務省は、下記

２のとおり、電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号）及び電気通信事業報告

規則（昭和６３年郵政省令第４６号）について、所要の改正を行うこととします。 

 

２ 改正の概要 

⑴ 電気通信事業法施行規則の一部改正 

① 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「事業法」といいます。）第９条の規定

に基づく登録等の申請様式のうち電気通信設備の概要について、３．９世代移動通信シス

テムを使用する場合はその旨を記載するよう記載事項を追加することとします。 

② ３．９世代移動通信システムを用いて電気通信役務を提供しようとする者が事業法第９

条に基づく登録申請等を行う際の添付書類の様式第四「提供する電気通信役務」の表に３．

９世代移動通信システムを使用する役務区分欄を設けることとします。 

 

⑵ 電気通信事業報告規則の一部改正 

① ３．９世代移動通信システムを使用する電気通信役務の定義を追加するとともに、当該

役務の市場動向を把握するため、当該システムを使用して電気通信役務を提供する事業者

（基地局を設置して当該役務を提供する電気通信事業者）を報告対象事業者とし、当該役

務に係る契約数を報告事項とすることとします。 

② 移動電気通信市場におけるＭＶＮＯ（Mobile Virtual Network Operator）の参入促進の

進展状況を把握するため、移動通信事業者（ＭＮＯ：Mobile Network Operator）の報告事

項に、当該移動通信事業者の電気通信役務に係るＭＶＮＯがいる場合には、当該ＭＶＮＯ

の事業者数及び契約数を追加することとします。 

 

３ 施 行 期 日 

⑴ 電気通信事業法施行規則の一部改正 

公布の日から施行します。 

 

⑵ 電気通信事業報告規則の一部改正 

  公布の日から施行し、報告期限が平成２２年１月１日以降である報告から適用します。 

 

 


